
賃貸借契約書（案） 

 

 沖縄県立北部病院 院長 ●● ●●（以下「甲」という。）と●●● ●●（以下「乙」

という。）は、全自動血液凝固分析装置一式に係る賃貸借契約に関し、次の条項により契約

を締結する。 

 

（総則） 

第１条 甲及び乙は、本契約書及び仕様書に従うとともに、日本国の法令を遵守し、本契約

（本契約書及び仕様書を内容とする契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。 

２ 乙は、甲に対して全自動血液凝固分析装置一式（以下「物件」という。）を賃貸し、正

常な状態で使用し得るように保守するものとし、甲はこれを賃借するものとする。 

 

（契約期間） 

第２条 契約期間は、令和７年６月 1日から令和 10年 3月 31日までとする。 

 

（契約対象物件及び設置場所） 

第３条 物件の品名／数量及び設置場所は、仕様書のとおりとする。 

 

（契約金額） 

第４条 甲が乙に支払う賃貸借料は、総額は、金●●●円（うち消費税及び地方消費税額●

●●円）とし、月額は、金●●●円（うち消費税及び地方消費税額●●●円）とする。 

 注）消費税額及び地方消費税額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条の規定並びに地

方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき算出したもので、契約金額に

１１０分の１０を乗じて得た額である。 

２ 前項の賃貸借料には物件の設置等に要する費用及び物件の保守等に要する費用のほか、

本契約を乙が誠実に履行するための一切の費用が含まれる。 

 

（支払条件） 

第５条 乙は当月分の賃貸借料を末日で締め、翌月（１０日まで）に甲に請求し、甲は乙よ

り適法な支払請求書を受理した日から３０日以内に、乙指定の銀行口座宛振込により支

払うものとする。 

 

（履行遅延） 

第６条 甲は乙の責めに帰すべき事由により履行期間内に業務を完了することができな  

い場合においては、遅延日数に応じ、未済部分の契約金額に対し沖縄県財務規則第  

109条第１項に規定する割合の金額を違約金として乙に請求することができる。 



（契約保証金） 

第７条 沖縄県病院事業局財務規程第 133条に基づき、契約金額（長期継続契約に係る入札

にあっては、当該契約金額を契約期間の月数で除して得た額に 12を乗じて得た額）の 100

分の 10以上を納める。ただし、沖縄県病院事業局財務規程第 133条第２項に該当する場

合は免除する。 

 

（物件の保守） 

第８条 乙は、甲が機器等を常に完全な状態で使用できるよう、本契約に基づき保守を行う

ものとする。ただし、甲の故意もしくは重過失によって修理等の必要が生じた場合は、 

 それらの修理費等は甲が負担する。 

 

（物件の使用制限） 

第９条 甲は事前に書面による乙の承諾を得た場合のほか、次の行為をすることができな

いものとする。 

(1) 物件を本来の用法に反して使用、又は本来の業務範囲を超えて使用すること。 

(2) 物件に他の装置、付属品等を付着させ、又は取り外し、若しくは取り替えること、

その他物件の改造、性能、品質等に変更を加えること。 

 

（通知義務） 

第 10条 甲は、物件等について、窃盗、滅失、毀損等の事故が発生したときは、遅滞なく

乙に通知しなければならない。 

 

（機密の保持） 

第 11条 乙は、業務の遂行上直接又は間接に知り得た秘密を外部に漏らし、又は他の目的に

利用してはならない。本契約が終了し、又は解約された後においても同様とする。 

 

（権利・義務の譲渡） 

第 12条 乙は本契約により発生する一切の権利・義務を第三者に譲渡してはならない。 

但し、文書により甲の承諾を得た場合はこの限りではない。 

 

（一括再委託等の禁止） 

第 13条 乙は、契約の全部の履行を一括又は分割して第三者に委任し、又は請負わせて

はならない。 

２ 乙は、暴力団員または暴力団と密接な関係を有する者に契約の履行を委任し、又は

請負わせてはならない。 

３ 乙は、契約の一部を第三者に委任し、又は請負わせようとするときは、10日前まで



に再委託承認申請書を甲に提出するとともに、事前に書面による甲の承認を受けなけ

ればならない。 

４ 乙は、前項により第三者に委任し、又は請負わせた業務の履行及び当該第三者の行

為について全責任を負うものとし、当該第三者が甲に損害を与えた場合、乙はその損

害を賠償しなければならない。 

５ 乙が第１項から第４項に違反したときは、甲は本契約を解除することができる。こ

れにより乙又は乙が業務の一部を委任し、又は請負わせた第三者に発生した損害につ

いて、甲は賠償責任を負わないものとする。 

 

（損害賠償） 

第 14条 乙は、本契約履行中、明らかに乙及び乙の職員の責に帰すべき事由により、甲又

は第三者に損害を与えたときは、乙がその損害を賠償するものとする。 

 

（契約の解除） 

第 15条 甲は次の各号に該当する場合は直ちに契約を解除することができる｡ 

 (1) 乙がこの契約に違反したとき。 

   (2) 乙が行政上の処分を受けたとき。 

 (3) 乙の業務の処理が著しく不適当であると甲が認めたとき。 

 (4) 乙がこの契約を履行することができないと甲が認めたとき。 

２ 前項により甲が契約を解除した場合、甲は乙が損害を被ることがあっても賠償の

責めは負わない。 

 

（甲の請求による契約期間の短縮） 

第 16 条 甲は、特別の理由により契約期間を短縮する必要があるときは、契約期間の

短縮変更を乙に請求することができる。この場合における短縮日数は、甲乙協議して

書面により定めるものとする。 

 

（不可抗力） 

第 17条 甲又は乙が本契約下において相手方に負う義務及び責任又はその遂行が天地異変、

火災、戦争、騒動、法令の改廃、制定、公権力による命令処分、同盟罷業その他の争議行

為、輸送機関等の事故等の不可抗力により制限又は阻害された場合、各当事者は相手方に

対してその義務及び責任の一部又は全部を負わないものとする。 

 

（暴力団等の排除）  

第 18条 甲は、次項第１号の意見を聞いた結果、乙が次の各号のいずれかに該当する者（以

下「暴力団等」という。）であると判明したときは、特別の事情がある場合を除き、契約

を解除するものとする。                                                        



(1) 沖縄県暴力団排除条例（平成 23年条例第 35号）第２条１号に規定する暴力団 

(2) 沖縄県暴力団排除条例（平成 23年条例第 35号）第２条２号に規定する暴力団員 

２ 甲は、必要に応じ、次の各号に掲げる措置を講じることができるものとする。 

(1) 乙が暴力団等であるか否かについて沖縄県警察本部長に意見を聞くこと。 

(2) 前号の意見の聴取により得た情報を、他の契約において暴力団等を排除するため

の措置を講ずるために利用すること。 

３ 乙は、本契約の履行に当たり、暴力団等から業務の妨害その他不当な要求を受けたとき

は、甲にその旨を報告するとともに、警察に届け出て、その捜査等に協力しなければなら

ない。 

 

（予算の減額又は削除に伴う特約） 

第 19条 本契約は、「沖縄県長期継続契約を締結することができる契約を定める条例」に基

づく長期継続契約であるため、本契約の締結の日に属する年度の翌年度以降において、当

該契約に係る甲の歳出予算の減額又は削除があった場合、甲は、本契約を解除することが

できる。 

２ 前項の場合において、甲はこれによって生じた乙の損害についてはその責を追わない。 

 

（労働関係法令の遵守及び調査） 

第 20条 乙は、労働基準法、最低賃金法等の労働関係法令を遵守しなければならない。 

２ 甲は、必要があると認めるときは、乙に対して前項の状況について報告を求め、又は調

査を行うことができる。 

 

（管轄裁判所） 

第 21条 本契約の訴訟は、甲の所在地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所

とする。 

 

（協議） 

第 22条 本契約に定めのある事項について疑義が生じた場合、又は本契約に定めのない事

項については、必要に応じて甲乙協議して定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 上記契約の締結を証するため、本契約書を２通作成し、両者記名押印のうえ、各自その１

通を保有するものとする。 

 

令和  年  月  日  

 

（甲） 沖縄県名護市大中二丁目 12番 3号 

    沖縄県立北部病院 

                         院長 ●● ●● 

 

 

（乙）  


